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1．災害と災害マネジメント

大規模災害時には社会や経済の機能が大きく損な
われる．災害の規模が大きいほど，影響を受ける地
域は広く，停止する生産・流通・サービスは多岐に
わたり，また長期間にわたって多くの人々がその影
響を受けることとなる．このような災害による物理
的あるいは社会的なインパクトを最小限にするため
の取り組みは，災害マネジメントと呼ばれている．
災害救助法では，災害に際して国や地方自治体が
取るべき行動が定められているが，災害マネジメン
トを行う主体は行政に限定されるものではない．企
業はそれぞれ，製品やサービスの供給をすみやかに
復旧して事業を継続するための事業継続計画 (BCP)
を策定している．企業はまた，独自の活動として，
あるいはそれぞれの業界団体や経団連等の経済団体
を通じて，被災した地域への支援活動を行うことも
ある．被災した地域では，自治体だけでなく，町内
会や自主防災組織，学校，地域で活動するサークル
やNPOなどの団体が，地域で被災した人々を支援
するための活動を行う．もちろん，地域に住む一人
一人が日頃から災害に備え，発災時には自分の安全
を自分で守れるよう行動することが最も大切である
ことは言うまでもない．このようなさまざまな主体
がそれぞれ，災害マネジメントを「自分ごと」とし
てとらえ，取り組んでいくことが重要である．
災害マネジメントの分野では，自助・共助・公助
という考え方が広く用いられている．自助は被災者
が自分自身を守るための対応，共助は市民どうしあ
るいは民間支援による助け合い，公助は自治体や国
や公共機関による住民の救済や支援を指す．
災害マネジメントにおいて，自助・共助・公助の
すべての分野で情報の利活用は重要な役割を果た
す．例えば被災した市民は，家族や知人の安否，安

全な場所，避難すべき場所などに関する情報を必要
とする．被災地の外から支援を考えている人々や企
業・団体・NPOは，関係者の安否，自分たちにど
のような支援が可能なのか，被災地では何が必要と
されているのか，どこにコンタクトをとれば良いの
か，どのようなルートをとれば被災地に支援物資を
届けられるのか，などの情報を必要としている．自
治体が救助活動や被災者への緊急支援を適切に実施
するためには，災害によるインフラの被害，倒壊家
屋，死者，けが人，避難所の状況などを把握する必
要がある．東日本大震災では，災害対応の司令塔と
なる自治体の担当者（市長・町長）自身が被災した
り拠点となる役所の建物や通信インフラが大きくダ
メージを受けたことで，被害の状況を発信できない
地域が多発し，震災そのものの規模とあいまって被
災状況の把握に長い時間を要した．また，被害の全
体像が把握できた後も，マスコミに取り上げられた
被災地に民間支援団体による活動が集中して他の地
域への支援が手薄になったことや，ある地域には大
量の支援物資が届き余剰が出る一方で他の地域には
物資が全く届かないという「支援のムラ・モレ」が
発生したことが，大きな課題となっている．

2．災害マネジメントにおける情報技術の活用

災害マネジメントには，災害による被害を予防す
る防災，災害発生時の被害を減らす減災，発生した
被害の復旧・復興を行う災害対応などがあり，それ
ぞれにインターネットをはじめとしたさまざまな情
報技術が活用されている．

2011年に発生した東日本大震災は，ネットワー
ク上での情報共有やツールの提供等，情報技術を活
用した支援活動が顕在化した災害である．東日本大
震災から 7年が経過し，現在ではインターネットの
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利用環境は大きく変化した．それにともなって，災
害マネジメントにおける情報技術の活用も変化して
きている．

2.1　ウェブサイトとソーシャルメディア
多くの地方自治体がウェブサイトから防災・減災
情報の発信を行っている．地震，津波，崖崩れ，洪
水などの災害ごとにその地域にどの程度の被害が起
きる可能性があるかを示したハザードマップは，多
くの自治体のウェブサイトから閲覧することが可能
である．ハザードマップ以外にも，災害への備えに
関する情報は自治体や社会福祉協議会，支援団体な
どのさまざまなウェブサイトから発信されている．
いざ災害が発生すると，地方自治体や内閣府防災担
当のほか，国土交通省や気象庁などの省庁のウェブ
サイトからも，被害状況に関する情報が提供され
る．また民間企業などでも，各種ニュースサイトを
中心に災害に関する情報発信が行われる．
行政や企業，団体からの正式な情報提供として
ウェブサイトが用いられるのが多いのに対して，被
災地内外の個人からの情報提供は主に Facebook, 
Twitter, Instagramなどのソーシャルメディアを通じ
て行われる．東日本大震災直後の 2011年 5月には
わずか 9.7%だったスマートフォン普及率は，2016
年には 71.8%へと大きく増加している［1］．これ
にともなって，ソーシャルメディアや，LINEや
メッセンジャー，Slackなどのコミュニケーション
サービスが広く一般的に普及した．その結果，災害
時にこれらのメディアを活用して，人々が自分自身
の安否や被災状況，必要な支援などを発信するとい
うケースが見られるようになった．

Facebookなどの一部のソーシャルメディアは，
災害が起きた際に，安否確認のための特別なページ
を提供している．個人だけではなく，企業や団体，
自治体も市民向けの情報発信手段としてソーシャル
メディアを活用しはじめており，避難勧告などの避
難情報を地方自治体がツイッターで広報する取り組
みや，災害発生後に開設される災害ボランティアセ
ンターが Facebookを活用してボランティアの募集
人数や受付時間，服装・装備などの基本事項，災害
ボランティア保険への事前加入などを呼びかける取
り組みなどが行われている．

2.2　スマートフォンアプリ
スマートフォンの普及にともない，Yahoo! 

JAPANのような情報ポータルサイトを運営する企
業などによる防災アプリが提供されるようになって
いるが，近年では地方自治体が独自の防災アプリを
提供するケースも増えてきている．アプリで提供さ
れている情報は，ハザードマップ，災害情報，避難
所情報などが主であるが，日本語だけでなく英語・
中国語・韓国語などの多言語に対応しているものも
ある．特に都市部や主要観光地においては，外国人
むけの防災・減災情報の提供や外国人被災者への対
応は大きな課題である．しかし，このような防災ア
プリを発災後に初めて使い始めることは非現実的で
あるため，ほかの生活情報提供アプリや観光情報提
供アプリを統合し，多言語化して，多くのユーザが
普段から使用する状況を作ることが望まれる．

2.3　地理情報システム
災害時に適切な行動・対応を取るためには，どこ
でどのような被害が出ているのか，またどこでどの
ような支援を受けられるのかなどの情報を，空間
的な分布として把握することが重要である．この
ため，これらを文字情報として提供するだけでな
く，リアルタイムに更新される地図情報として提
供することは，被災者・支援者の双方にとって有
益な情報となる．これを実現するため，地理情報
システム (Geographic Information System : GIS)を
活用した被害状況・支援状況の整理や発信の試み
が行われている．国土地理院では，大規模災害が
発生すると，被災地域の航空写真を撮影し，自ら
のGISウェブサイト「地理院地図」1）上で公開して
いる．被災地域においても，自治体の災害対策本部
だけではなく災害ボランティアセンターも被災した
住民のニーズ把握とマッチングにGISを活用する
事例もみられている．被災地からの情報発信や民間
支援にGISが用いられる事例もある．熊本地震の
際には，大学生有志を中心とした団体である Youth 
Action for Kumamotoが，炊き出しや給水などの支
援情報をGoogleマップ上にマッピングして提供し
た．Googleは，災害に関する情報に特化した「災
害情報マップ」を常時提供しており，どこでどのよ
うな災害が起きているのかを可視化できる仕組みに
なっているが，この有志による炊き出し給水情報も
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災害情報マップに採用され，道路通行情報や雨雲
レーダーなどのほかの情報と重ね合わせて見ること
も可能になった．
また被災した地域の被害状況を可視化する取り
組みとして，「クライシスマッピング」と呼ばれ
る，被災地の地図情報を詳細化する活動が，Open-
StreetMap2）上で実施されている．OpenStreetMap
とは，道路地図などの地理情報データを誰でも利用
できるよう，ライセンスフリーの地理情報データを
ボランタリーに作成するプロジェクトである．クラ
イシスマッピングに参加するボランティアは，航空
写真や現地で撮影された写真などから被災地域の家
屋の形状や路地などの詳細情報をウェブ上の地図に
追加する．被災範囲を見える化するための取り組み
も行われており，2016年の熊本地震や，2017年の
九州北部豪雨災害の際にもクライシスマッピングに
よる被災地域の地図の詳細化と被害箇所の見える化
が行われた．

2.4　ドローン
ドローンには，災害時に人や車が立ち入れない地
域の被害状況の確認や，倒壊の危険がある建物等の
内部の探索や救助活動への活用が期待されている．
熊本地震の際には，ドローンを活用した空撮が行わ
れ，被害状況の把握や復旧のための基礎資料として
活用された．国土地理院は，熊本地震発生の翌日に
南阿蘇村や益城町でドローンによる空撮を行った．
このときの動画には，地表の亀裂や斜面崩壊の様子
や，地表にあらわれた断層のずれが映っており，地
震をひきおこした断層帯の活動を視覚的に確認する
ことが可能となった．また，同じ南阿蘇村の山王谷
川や阿蘇大橋付近の土砂災害箇所の空撮では，橋の
崩落や道路の寸断によって車両の通行ができない中
での被害状況の確認に大きく貢献している．
ドローンはまた，民間支援団体による被災地マッ
ピングにも用いられはじめている．ドローンバー
ド3）は，前述したクライシスマッピングを迅速に
行うために，被災地域をドローンで空撮してその写
真を元にマッピングを行う，ドローン空撮インフラ
の整備を進めている．災害による道路や建物の損壊
を正確にかつ迅速にマッピングするためには被災後
の地域の画像データが必要となるが，これまでの国
土交通省による空撮や衛星写真などの画像データは

入手までに 2日以上かかり，迅速なマッピングのボ
トルネックとなってきた．ドローンバードは，災害
用ドローンの開発，ドローンパイロットの養成，ド
ローン基地の整備などの体制づくりを通じて，被災
状況をすみやかにマッピングし，被災者・支援者に
対して提供するための準備を進めている．
このようなドローン活用の流れを受けて，全国の
自治体もドローンの活用に前向きに取り組み始めて
いる．京都府や神戸市，郡山市などでは防災訓練に
ドローンを取り入れて遠隔地の映像を見ながら災害
対策本部で情報を収集する訓練を行っている．ま
た，京都府，埼玉県，千葉県など，ドローンを所有
する団体と災害時に連携してドローンを活用した情
報収集を行うための協定を結ぶ自治体も増加してい
る．

2.5　災害マネジメントに必要となる情報戦略
上記に示したように，情報技術は災害マネジメン
トでの自助・共助・公助のすべてにおいて活用が進
んできている．一方で，このような情報技術をより
効果的に用いて災害マネジメントのパフォーマンス
を向上させるという観点から見ると，現在の取り組
みは「たまたま手近に使える」「直近の課題を解決
する」情報技術を単発的に使っているという状況で
あり，未だ災害マネジメントにおける統合的な情報
戦略と言うには至っていないのが現状である．たと
えば，公的支援の範囲から外れる個別家屋の泥だし
や片付けや，公的支援が遅れがちな外国人，子ど
も，アレルギーなどの避難所での個別ニーズへの対
応は，民間の支援団体がになうケースが多く見られ
る．この対応の際には，支援ニーズの収集と共有，
ニーズと支援団体とのマッチング，マッチング後の
フォロー，さらには支援活動が特定の地域に偏って
しまう場合はその調整など，多くの業務が発生す
る．災害マネジメントの効率化のためには，これら
の業務とそのフローを統合的にとらえて，災害マネ
ジメントにおける情報の流れの分析を通じた情報戦
略の立案と，情報技術の戦略的な活用の流れを作っ
ていくことが望まれる．
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3． 情報支援レスキュー隊 (IT DART) 立ち上げ
の経緯

2011年に発生した東日本大震災では，直接被災
地に赴いて行うボランティア活動以外に，インター
ネット上でも多くの民間支援活動が展開された。こ
れは本邦においてオンライン災害支援が定着する転
機となった．このような活動には，例えば Yahoo! 
JAPANや sinsai.infoのような被害状況などの情報
をまとめたポータルサイト開設や，Googleのパー
ソンファインダー（消息が分からない知人を登録す
ると，その消息を知る人が所在情報を追記する）や
避難者名簿共有サイト（紙に書かれた避難所名簿の
写真をアップロードし，それを全国のユーザが遠隔
からテキスト化し検索可能にする）のような安否確
認のためのサービス，ボランティアインフォやネト
ボラ宮城によるボランティア募集情報の発信などの
情報流通支援のほか，ICT支援応援隊やWIDEプ
ロジェクト，ITで日本を元気に！，ネトボラ宮城
などによる通信機器やパソコンなどのハードウェア
提供などがあった．
これらの活動には多くの団体・個人が参加し一定
の成果を挙げたが，他方でそれぞれの活動は独立し
て行われており，活動間の連携は十分とは言えな
かった．このため，類似したサービスがいくつもリ
リースされたり，複数の団体が同一地域で同じよう
な活動をする一方で，支援活動が何も行われない地
域があったりと，全体としての効率性には課題が
残っている．
この状況を受けて，ITを活用した支援団体間で
連携体制を整備するべきとの思いから，2013年
10月に「IT×災害」会議が初めて開催された．こ
こには数十の IT系災害支援団体や個人が集まり，
2015年までの 3年間にわたって毎年百人規模の会
議が開催され，活動成果の共有や新たな活動への呼
びかけが行われた．このコミュニティを母体として
生まれた新たな活動の一つが，情報支援レスキュー
隊 (IT DART)である．

IT DARTは，設立当初には災害派遣医療チーム
(DMAT)をイメージしており，発災直後に情報機
器を携えて被災地に入り，支援活動を展開すること
を想定していた．その後，活動手順の検討や実動訓
練などを重ねながら活動内容を具体化してきた．現

在では，被災地内での活動だけではなく，被災者支
援を行う団体に対して遠隔から情報収集・発信の支
援を行ったり，情報機器を提供したり，被災地内の
情報やボランティア募集情報等をオンラインで発信
したりと，幅広い活動を想定している．

4．IT DARTの活動

4.1　活動のサイクル
IT DARTによる災害支援活動は，災害発生の直

後から，災害ボランティアセンターの活動が収束す
る数日後～数ヶ月後までの期間が，主なターゲット
である．この期間の長さは，災害の種類や規模に
よって大きく異なる．
大きな地震などの災害が発生した直後の数十時間
は，災害現場での活動としては救助や救命が最優先
され，主に消防や自衛隊と医療者がこの活動を担
う．この時期には被害の全貌が明らかになっておら
ず，被災エリアの安全確認も済んでいないことが多
い．このため，この時期の被災地内で民間の支援団
体が積極的に活動することは少ない．この時期に
は，IT DARTは被災地の外から災害に関する情報
を集約して事態の把握を進めつつ，支援関係者や被
災者が利用しやすい形に整理した情報のインター
ネット上での共有を進める．
救助・救命が一段落し被災地の安全が確保される
発災数日後には，民間支援団体が被災地内で活動を
はじめ，また被災地の社会福祉協議会による災害ボ
ランティアセンターの開設が始まる．IT DARTが
被災地内の状況や支援団体の活動状況を把握するた
めの先遣隊を派遣したり，災害ボランティアセン
ターなどによるボランティア募集情報を収集・再発
信し始めるのもこの時期である．
この時期以降は，さまざまな支援活動が本格化
する．IT DARTも，それらの活動の中で発生する
ニーズに合わせて，通信機器やパソコンなどのハー
ドウェアの提供や情報システムの開発などを実施す
る．熊本地震の際には，多数の災害ボランティアを
マークシートで登録する受付システムや，大量の支
援物資を写真撮影だけで管理する在庫管理システ
ム，住所リストを簡単に緯度経度のリストに変換す
る ExcelGeoなどを開発した．
このように災害発生後の時間経過によって活動内
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容は変化して行くが，そこで実施される支援活動
は，情報流通の支援，IT環境構築の支援，情報シ
ステムの開発に大きく分類できる．

4.2　情報流通の支援
支援活動を行う団体や個人をターゲットとして，
情報の収集・利用・発信などの支援を行っている．
具体的な活動の主な例を以下に示す．

1）災害情報の共有
災害が発生した直後から，発生した現象や被害の
状況に関する情報のニーズが高まる．これらの情報
は，自治体や省庁などにより随時発行される報告や
報道，被災エリア内からの SNS投稿など，さまざ
まな形式，さまざまなメディアで流通する．これら
の情報を効率的に活用するため，主要な情報源をま
とめたリンク集を作成する．また被害状況の俯瞰や
被災地域内での支援活動の円滑化のため，土砂災害
や浸水の範囲，通行止箇所，災害ボランティアセン
ターや支援活動拠点などをプロットしたウェブ地図
を作成し，これらを IT DARTの Facebookページ
上で公開している．
また IT DARTが収集した情報だけではなく，そ
れぞれの支援者や被災者が持っている情報を共有
することも重要である．このため災害の発生直後
に，その災害に関する話題を扱うための Facebook
グループを新たに開設している．このグループには
支援関係者を開設時に招待し，また各参加者による
他ユーザの招待や一般のユーザによる自主的な参加
が可能なように設定する．このようなグループの中
には，発災から数年を経過しても復旧復興活動の情
報共有に活用されている物もある．

2）災害ボランティア募集情報の発信
災害時には，現地で活動する支援団体や現地の社
会福祉協議会（社協）が開設する災害ボランティア
センターなどが，復旧支援作業に参加するボラン
ティアを募集する．この募集は各団体がそれぞれの
方法で実施しており，インターネット上では社協の
ウェブサイトや Facebookページ，市町村のウェブ
サイトなどに情報が掲載されることが多い．この状
況をボランティア活動に参加したい側から見ると，
検索サイトなどを利用して募集情報を探すしかな

く，また別々のサイトに異なるフォーマットで記載
された情報を見比べて行き先を検討する必要がある
など，決して使いやすい状況とは言いがたい．
そこで IT DARTでは，災害ボランティアセン

ターや支援団体によるボランティア募集情報を収集
して一覧表にまとめて公開し，一覧表の更新とそれ
ぞれの募集情報のツイートを毎日実施することで，
ボランティア活動希望者の情報収集や行き先の検討
を容易にしている．
この活動は大災害の時だけではなく，原則として
災害ボランティアセンターによるボランティア募集
が発生した際に実施している．

3）自治体ウェブサイトの運用状況監視
災害発生時には，停電や通信遮断，アクセス集中
などにより，自治体のウェブサイトへのアクセスが
できなくなることがある．このような障害発生を早
期に把握するために，被災地域の自治体のウェブサ
イトを定期的に自動巡回して正常表示されているか
どうかと最終更新時刻を確認する仕組みを作成し
た．万が一障害発生を検知した際には，簡易ウェブ
サイト作成サービスなどを利用して暫定ウェブサイ
トを提供できるような体制も確保した．なおこの
サービスは熊本地震の際に実施し，その実現にはさ
くらインターネット社からサーバーの提供を受け
た．

4） 「詐欺に注意」チラシの作成と配布
大きな災害の後では，支援金や応急修理のボラン
ティアを装った詐欺が発生することが多い．被災し
た人たちがさらなる被害に遭うことを防ぐため被災
者に詐欺への注意を喚起するチラシを作成した．チ
ラシのPDFファイルをSNS上で配布するとともに，
コンビニエンスストアのプリントサービスに登録し
て現地で印刷できる状況を整備した．

4.3　IT環境構築の支援
被災地で活動する支援団体は本来の拠点を離れ
て活動するため，パソコンや通信機器などの機器
の確保で苦労することが少なくない．このため IT 
DARTでは，支援団体や災害ボランティアセンター
などからの要望を受けて，パソコンやプリンタ，モ
バイルルータなどの貸与や提供，またはその手配を
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行っている．これらの機器は，IT DARTが所有し
ているものもあるが，モバイルルータは主に通信事
業者から機器の提供を受けた上で，これらの機器を
必要とする団体とのマッチングを行って貸し出して
いる．
ハードウェアを支援する際には，単にこれらの機
器を送りつけるだけでは，効率よく活用できる接続
や設定を実現できずに，十分に活用できないことが
ある．このような事態を回避するため，インター
ネットやプリンタが利用できるように機器の接続や
設定を行い，必要なアプリケーションをインストー
ルし，または具体的な作業を行うための操作方法の
指導を行うなどの「使い始め」の支援を行ったり，
故障対応や操作方法の質問などを受け付けて対応す
る日々の運用の支援なども行っている．

4.4　情報システムの開発
災害支援活動として実施すべき業務の種類はさま
ざまな災害で共通のものが多いが，具体的な業務フ
ローや運用ルールは標準化されておらず，それぞれ
の現場で異なっているのが現状である．したがっ
て，一つの情報システムをそのままの形で各災害現
場で運用することは現実的ではなく，それぞれの業
務ニーズに合わせたカスタマイズや新規開発が必要
となることが多い．2016年 4月に発生した熊本地
震への対応では，以下のシステムを開発した．

1） マークシートを用いた災害ボランティア登録シ
ステム
災害ボランティアセンターには，多い日には数百
人を超えるボランティアが訪れる．受付時には氏名
や連絡先のほか，ボランティア活動保険への加入の
有無を確認する必要もあるが，一方で十分な活動時
間を確保するために迅速な受付処理が求められる．
また参加者の集計などの後処理を考えると，受付情
報がデジタル化されていることが望ましい．そこ
で，ボランティア参加者が記入したマークシートを
読み取ることにより受付業務を軽減するシステムを
開発した．このシステムは熊本地震においては現場
への導入は見送られている．今後，災害ボランティ
アセンターの業務フローに合わせた形での導入を平
常時から検討していく必要がある．

2）支援物資管理台帳システム
被災地には数多くの支援物資が全国から連日届け
られる．これらの物資を把握し，仕分けして保管
し，必要とする先に出荷するという管理業務には，
被災地内で多くの人的リソースを割り当てる必要が
あった．この負担を軽減するため，現地での作業を
できる限り簡便化するためのシステムを構築した．
このシステムでは，現地での作業は支援物資を写真
撮影してシステム上に登録することに限定し，遠隔
地にいる後方支援メンバーが登録された写真から情
報を読み取りとデータベースへの入力を行う．この
ようにして，移動のための経済的時間的コストをか
けずに遠隔地にある人的リソースを活用し，さまざ
まなメンバーが被災地内での作業を代行することを
可能にした．
このシステムには，サイボウズ社ビジネスアプリ
プラットフォームである kintone4）の無償提供を受
け，また開発にあたっては kintoneの開発者コミュ
ニティである kintone Caféのメンバーの協力を受け
た．

3） マッピングのための住所→緯度経度変換システ
ム
災害対応では，避難場所や被害発生箇所など，さ
まざまな位置情報が必要とされる．位置情報は，一
般的には住所で表現されることが多いが，これらの
情報をデータベース化したりウェブ地図上で活用し
たりするためには，住所を緯度経度の座標情報に変
換する必要がある．このような変換はジオコーディ
ングと呼ばれ，災害時のマッピングには必須の作業
となるが，一般のボランティアが利用規約やライセ
ンス上の制約を受けず，また専門的な知識が無くて
も多数の住所を一括して処理できるようなサービス
はこれまで存在していなかった．
そこで住所の一覧を記載した Excelファイルを
ウェブブラウザ上にドラッグ&ドロップするだけ
でそれに対応する緯度経度のリストを取得できる，
ExcelGeo5）というサービスを開発した．なおこの
サービスの実現には，さくらインターネット社から
サーバーの提供を受けた．

4）平常時のシステム開発
「支援のムラ・モレ」の発生を抑制するためには，
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支援団体間での活動の可視化とその情報に基づいた
活動のコーディネートが必要となる．数多くの民間
支援団体や社会福祉協議会などが連携してこのよう
なコーディネートを円滑に行うため，特定非営利活
動法人全国災害ボランティア支援団体ネットワーク
(JVOAD)が 2016年 11月に発足した．IT DARTも
その構成員となり，主にコーディネートに必要とな
る情報支援に関する活動を行っている．このような
コーディネートには，被災エリア全体での支援活動
の状況を俯瞰し，どの団体が (who), どこで (where), 
何の (what)活動をしているのかという，3Wの情報
の収集が必須となる．IT DARTは JVOADと協働
で，これを可能とする「支援状況見える化システム」
の開発を行った．これは各地域で支援を実施してい
る団体の活動状況を集計し，支援ジャンルごとの活
動団体数を地図上に表示するシステムであり，地域
ごとの支援の偏りが一目で分かるようになってい
る．
災害発生後の現地ニーズに基づいた支援だけでは
なく，このような平常時からのシステム開発や，そ
れに必要となる災害時の業務フローの確認や整理
も，情報支援活動として重要であると考えている．

5．災害時の IT支援の課題

ここまで，災害時の情報技術活用の現状と，災害
時の情報技術活用を支援する組織である情報支援レ
スキュー隊の活動について概観してきた．災害時に
は，個人・地域コミュニティや企業・行政のすべて
の主体が，人・モノ・インフラが通常よりも不足し
た状態の中で，通常よりも多くの，しかもイレギュ
ラーな事柄に臨機応変に対応する必要に迫られる．
災害マネジメントにおける情報技術の活用はまだま
だそのような状況において柔軟に対応できるだけの
レベルには達しておらず，発展途上であると言え
る．
災害マネジメントにおける情報技術の活用の課題
は，単なる技術面での課題にとどまらない．実際に
災害が発生した時に支援の一環として情報技術の提
供・導入をスムーズに行うためには，現に災害の前
線で活動している個人や組織の活動のルーティーン
に情報技術をどのように合わせていくかという発想
が必須となる．その一方で，災害対応に直面してい

ない平常時には，災害マネジメントのあるべき姿か
ら情報流通の課題を抽出し，理想的な情報流通を実
現するためのシステムを構築しつつ個人や組織の振
る舞い方をシステムに合わせていくことを支援する
という，発災時とは逆のアプローチも必要となる．
このような状況の下で，我々がこれまでの災害時
の IT支援の経験から感じている課題を以下に列挙
する．

5.1　 多様な支援活動現場の中で IT支援の立ち位置
を見つける

災害時発生時の対応現場は，少ないリソースで多
くのニーズに対応することを優先した結果，いわば
「局所最適」とでも言うべき状態になっているケー
スが多い．一見すると IT導入などのプロセスの改
善によってより効率的な状況に持って行けるように
思われるが，実際には，スタッフの ITリテラシー
や情報の活用方法にばらつきがあり，しかもスタッ
フが数日で入れ替わる等のヒューマンリソースの制
約や，組織間や部署間で情報の活用方法のコンセン
サスが取れず情報集約のための書式が一定しないと
いった組織や業務プロセスの制約など，さまざま
な「すぐには解決できない課題」が制約条件として
存在しており，局所最適から抜け出すための障害と
なっている．これらの制約条件に注意を払わずに目
前の情報課題だけに着目して新たな ITの導入でそ
れを解決しようとしても，そのようなソリューショ
ンは現場には受け入れられず，かえって現場の活動
のパフォーマンスを低下させる要因にもなり得る．
IT支援の立ち位置として，ITありきではなく，現
場の情報課題と制約条件の両方を把握し，現実的な
ソリューションを提案するという役割を持つことが
重要である．このような現実的ソリューションを考
える際には，最新の技術やサービスへのこだわりを
捨てて，現場のプロセス変更コストを最小限に抑え
るという発想が有効であると考えられる．

5.2　中間支援の役割の拡大に対応する
中間支援とは，現場で災害対応をするチームの後
方で，現場対応チームが高いパフォーマンスを維持
できるようにするための諸活動を指す．現場対応
チームの活動にかかる費用をまかなうための各種助
成金の紹介や，それぞれの支援者が現場で集めてき
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た情報を交換する会議の開催，各支援団体が自分た
ちでは対応できないニーズについて他の団体による
支援へとつなげるマッチング，平常時からの人的
ネットワーキングや災害対応プロセスの標準化など
を含んでいる．災害マネジメントにおいて，情報の
流れを整えるという中間支援の役割は増しつつあ
る．中間支援のパフォーマンスを向上させること
は，災害マネジメント全体にレバレッジを効かせる
ことにつながるため，支援のニーズ／シーズマッチ
ングなど，中間支援の役割をサポートできるような
IT支援が今後期待されていくであろう．

5.3　 情報技術の組織戦略的位置づけを平常時から
支援する

第 2章でも触れたように，自助・共助・公助のす
べての分野における災害マネジメントの効率化のた
めには，災害対応業務とそのフローを統合的にとら
え情報の流れを整えるための情報戦略の立案と，そ
れに向けた情報技術の戦略的な活用が望まれる．一
方で，災害マネジメントにおける情報戦略の現状は
自助・共助・公助のどの分野でも成熟していると
は言いがたい状況である．戦略なき IT導入は現場
の負担を増大させ，それは ITそのものへの不信と
なってその後に ITを導入する際の大きな障害とな
る可能性もある．平常時から災害対応に関わる各主
体と協働して，何のために，どのような課題を解決
するために ITを活用するのかという戦略をともに
作り上げていくことが，災害時の IT支援を成功さ
せるための鍵になると考えられる．

注

1） http://maps.gsi.go.jp/
2） https://openstreetmap.jp/
3） http://dronebird.org/
4） https://kintone.cybozu.co.jp/jp/
5） http://excelgeo.itdart.org/
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